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３．MTAの現状と課題

３－１　MTA 全体

３－１－１　現状

　鉱物資源調査・探査総局（MTA：General Directorate of Mineral Research and Exploration）

は、1935 年に同国の 2804 法により資源開発を促進する目的で設立された国営地質調査・資源

探査機関であり、地質分野では同国内最大の設備、人員を備えた組織である。

　以前はエネルギー・天然資源省の下に置かれていたが、現在は首相府付属機関として国務大

臣が直轄している。

　概要は以下のとおり。

（1）組織

　本部はアンカラ市にあり、総裁、副総裁（４名）下、16部局を擁し、13の地方支所を

持つ（図３）。

　本プロジェクトに関連する部局としては、地質調査部（Geological Research Dept.）、

鉱物資源調査・探査部（Mineral Research and Exploration Dept.）、鉱物分析･技術部

（Mineral Analysis and Technology Dept.）等が考えられるが、その中でＣ／Ｐとして想

定される部署は、地質調査部である。

（2）職員数

　4,100 名（本部：2,100 名、地方支所：2,000 名、うち、技術スタッフ 1,800 名）

（3）予算

　2001年度予算総額は55兆 8,500億トルコ・リラ （TL）（約78億円、百万TL＝140円

換算）。内訳は表 13のとおり。

　なお、現業部門別の予算額は次のとおり。

・地質調査部 ３兆 980 億 TL（約４億 3,400 万円）

・鉱物資源調査・探査部 １兆 310 億 TL（約１億 4,400 万円）

・エネルギー原料調査・探査部 ２兆 1,290 億 TL（約２億 9,800 万円）

・物理探査部 1,500 億 TL （約 2,100 万円）

・鉱物分析・技術部 1,340 億 TL （約 1,900 万円）
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（4）事業内容

　主たる事業内容は以下のとおり。

1） 鉱物資源の調査･探査、図幅整備、鉱業技術のＲ＆Ｄ及びエンジニアリング

　Lengeranri (1999)によるMTA組織の解説によれば、主たる活動分野は次のとおり

である。

１．鉱物資源探査有望地区の探査と研究

２．鉱床地質の記載と室内試験の実施

３．鉱床に対する経済性評価の実施

４．鉱業分野の人材育成

　この目的のため、資源開発関連では探査を実施するための地質調査、物理探査、

試錘らの各種調査現業部門に加えて、F/S 作成部、融資部といった開発支援の部門

も備えている。

　このような主要な活動分野に加えて、研究機関としての性格も併せ持っており、

トルコ国土基本図の整備も担っている。特に地質図幅については既に10万分の１の

縮尺で国土全域の図幅を発刊するに至っており、現在はさらに詳細な２万5,000分

の１によるデジタル地質図を編纂中であり、現在90％完了し、2001年半ばに完了予

定。また全土の鉱産図など各種の広域テーマ図についても積極的に作成・発刊して

いる。このような基礎研究を支える各種調査機器についても充実しており、アナト

リア断層調査のための専用地質調査船を１艘保有するほか、３台のICPをはじめと

する各種分析機器を保有している。

　なお、これらの調査・研究・探査活動は、MTA自身が計画するプロジェクトと、

他機関（政府機関、国営企業、民間企業等）からの依頼を受けて実施するプロジェ

クトの２種類の形態で行われている。

　前者については、SPOの許可が必要である（ただし、これまでに認められなかっ

たケースはないとのこと）。プロジェクトでリサーチした結果については、無料また

は低額で関係機関にレポートを送付している。

　後者については、国営企業としてはEti Holding、Iron Steel Enterprises、Hard Coal

Enterprises、KBIからの依頼を受けて実施した実績がある。民間企業からの依頼に

よるプロジェクトについては、特別な協定を締結することになっており、毎年約５

件程度の枠がある。基本的には後者（プレF/Sまでを含む）についても無償で実施

しているとのこと。
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2） 環境保全･自然災害に係る基礎研究

　活断層分布図等の広域テーマ図の作成を行っているほか、他政府機関や国営企業

からの依頼を受けて調査・研究を行っている。現在、原子力発電所のサイト選定の

ためのリサーチを環境省から依頼されているほか、Eti Holdingからの依頼により、

露天掘鉱山の覆土植栽のためのモニタリングを実施中である。このほかにも、都市・

工業地帯のサイト選定のためのリサーチや地滑り調査等も行っている。

3） 国際交流､研修員受入

　近年は、地質技術に関する国際交流にも力を入れており、中央アジア、北アフリ

カ、コーカサス、バルカン諸国を主な対象に、様々な共同研究や地質情報データベー

スの構築、研修員の受け入れ等を実施している。このような活動は将来のトルコ企

業の開発参入を睨んだ周辺資源国のデータ収集を目的とするものである（MTA幹

部）。トルコはこれら諸国に対し大きな地質技術の優位性があるとともに、かつ歴史

的に深い関係を有している模様である。

　このようにMTAは、同国資源開発の先鞭を担う探査機関にとどまらず、基礎研究、戦

略的技術協力をもリードする総合地質機関へと展開してきている。

３－１－２　課題

　最近の財政赤字の急激な拡大など、トルコ経済は依然危機的水準にあり、IMFとともに策定

した３か年の経済再生プログラムを着実に実施している。他方トルコ政府はEU加盟を当面の

最大の目標と定めているが、これを実現するためのハードルとして、EU 側からは人権問題を

はじめとする各種是正項目を突きつけられている。このような背景の下、鉱物資源分野につい

て、比較的「大きな政府」の考え方で開発を進めてきたトルコ各種政府系団体には、強いリス

トラ、ダウンサイジング圧力が働いている。特に鉱業セクターの場合、Eti Holding や KBI（黒

海銅公社）など開発・生産の現業を担う国営公社については、既に民営化が決定、徐々に移行

しつつある段階にあり、著しい縮小傾向にある。またスリム化のため、同国の鉱物資源開発の

ための互助制度とみなせる Mining Fund 制度についても調査団滞在中の２月 22 日に廃止が決

定された。一方、これより上流の探査段階を担うMTAについては、ほとんど手つかずの状態

で維持されてきており、現状では特段の改革について話があがっていない。これはトルコ国内

の民間鉱業セクターに十分な探査余力、探査技術が醸成されていないことから、MTAの探査部

門は当面必要との政府判断が働いている模様である（MTA幹部）。しかしながら、MTA自身の

努力において、この５か年で人員を 700 人削減（4,500 人→ 3,800 人）してきたほか、特にコス
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ト高となっている試錘部門（DDH @$250/m）の見直し検討など、各種努力も行っている。鉱

業総局（General Directorate of Mineral Works）幹部からも、「MTAによる探査活動はコスト高

となっており、改革が必要」との発言があった。

　一方、探査業務を行ううえでのMTAの構造的課題としては、調査地域選択の自由度があげ

られる。現下のトルコ鉱業法では、MTAは民間法人や個人と同様、いったんExploration License

を自己資金にて取得したうえで、各種探査事業を行うことが強いられる。したがって調査対象

地域の選択にあたっては、MTAは他人鉱区を避けねばならず、純粋な資源賦存ポテンシャルに

基づいた国土の効率的探査・開発が妨げられている実状がある。この点については、鉱業法改

正の動きがあり、鉱区認定を行っているエネルギー・天然資源省鉱業総局も前向きに検討して

おり、現在、関係各機関との調整を行っているとされている。なおMTAは、調査の結果、有

望な結果が得られた場合、当該鉱区は民間に対し競争入札を通じて売却している。

３－２　地質調査部及び鉱物資源探査・調査部の組織・体制・業務

３－２－１　地質調査部

　本プロジェクトのＣ／Ｐとして想定される地質調査部の組織図は図４のとおり、６つの課

（Divison）と Editorial Board、事務局から成る。

　各課の長としてコーディネーターが配置されており、その下にユニットが置かれている。各

ユニットは、ユニットマネージャーによって統括されている。なお、各課内には、これらのユ

ニット以外にも、正式な組織図上には現れない部署がある。（例：Division of R/S and GISのGIS

Laboratory 及び GIS Data Base 等）

　６つの課及び Editorial Board の業務概要は以下のとおり。

（1）R-D, Planning & Evaluation Div.

　地質調査部の計画・モニタリング・評価。

（2）Geological Research Div. （地質調査課）

　詳細地質図・広域地質図の作成

（3）Natural Hazards Research Div.

　活断層や自然災害の調査。

　これまで10年間（特に大地震後）、北部アナトリア活断層の調査を行ってきた。その

結果を25,000分の１地図として発刊する予定。今後、東部・西部アナトリア活断層の調

査に着手する予定。

　その他、Engineering Geology（土地利用、地滑り、洪水等）調査も実施している。
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（4）Marine Research Div.

　マルマラ海における地震リスク地域の調査。日本の地質調査所や東京大学、筑波大学、

高知大学も参加している。観測船を１隻保有。近くもう１隻購入予定。

（5）R/S and GIS Div.（後述 RS/GIS）

（6）External Relations and International Projects Div.

　地質調査部のみならず、MTA全体の他国との協力プロジェクトや第三国研修等の窓

口。
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３－２－２　鉱物資源探査・調査部

（1）概要

　同部では、石油とエネルギー資源以外のすべての鉱物資源の探査を行っている。

　プロジェクト予算総額は、150万ドル（物理探査等、他部に調査を依頼する場合にも、

同部のプロジェクト予算から支出される）。

　スタッフ数は 160 名であり、そのうち 100 名がエンジニア（ほとんど地質技師）、

technician、map technician 等の技術スタッフ、残り 60名が事務職員である。

（2）事業

　同部で実施するプロジェクトは金属鉱物資源と工業原料の２つに分けられる。現在30

プロジェクトを実施中であるが、そのうちの 60～ 65％が金属鉱物資源である。

　金属鉱物資源については、需要の多い鉄が、同部における主要プロジェクトである。

また、トルコは金に適した地質構造を有しているため、金の探査も実施している。チタ

ニウムについても、極力輸入量を減らしたいため、探査を行っている。

　工業原料については、トルコは窯業とガラス産業が盛んであるため、それらの原料の

探査を行っている。

　通常、pre-prospecting（室内作業及びフィールドワーク）の後、prospecting studiesを

３～５年程度実施する。

　地質調査部とのかかわりは、基本的には最初の段階のみであるが、両部での合同プロ

ジェクトもアナトリア北東部等で行っている。

　現在、海外での探査も実施している。モンゴルについては、既にフィールドのチェッ

クを実施した。ターゲットは貴金属（金）、銅である。その他、スーダンについても現在

計画段階にある。中央アジア（アゼルバイジャンを含む）も検討中である。

（3）探査結果

　有望な鉱床が見つかった場合、入札を実施し、開発する企業を決める。その後、その

企業が希望すれば、Feasibility Study Dept. で pre F/S を行うことができる。

３－３　リモートセンシング・GIS 部門の現状と課題

３－３－１　現状

（1）組織と沿革

　MTAにおけるリモートセンシングによる地質解析は、地質調査部の下、1975年に組

織されたRemote Sensing Unit によって始められた。当時は資源探査衛星が打ち上げら

れる前でもあり、UNDPから航空写真判読用の光学機器が導入され、これを用いて解析

が実施されていた。当時UNDPからは機材供与を受けたものの、解析技術については特
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段の移転は行われず、したがってMTAは単独で技術を蓄積した。その後のコンピュー

ターや資源衛星データの普及を受けて、1994年にMTAは自己の予算でRemote Sensing

Unitの設備と人員を大幅強化し、Remote Sensing Center（RSC） へと改組した。さらに、

RSCは 2000 年 12 月に Geological Map Digitization Unit 及び Geological Data Base Unit

と統合され、Division of Remote Sensing and Geographical Information System（RS/GIS）

に改組された。

　したがって、現在のRS/GIS は主に米国のランドサットデータの処理・解析を主要業

務とするRemote Sensing ラボ（RS）、及び既存地質データのGISデータセット化を主要

業務とするGIS ラボ（GIS）、Geological data base（DB）からなる。組織図及び人員は

図５のとおり。

　RS / G I S の現有機材を図６に示す。RS の有する画像解析システムには UN IX、

WINDOWS-NTの両者が使用されているが、特にUNIX機については94年当時から、メ

モリ、HDD増設を除いては更新されていない。また大型ラインプリンターも当時の機器

と思われ、印刷品質の点で現在の水準と比較して大きな差がある。ソフトウェアは

ERDAS Imagine が用いられているが、特段のエクステンションは用いられていない。

　RS ラボのスタッフは現状 11 名いるが、うち２名は博士である。シニアスタッフは、

野外調査者として長い経験を持つ者がほとんどで、後年RS解析を担当するようになっ

た者が多い。したがって豊かなフィールド経験に基づいた、実践的なテーマ設定とその

解決が行われている。一方２名の新卒職員も在籍しており、このうち１名は大学院（中

東工科大学）にも在籍しており、偏りはあるものの高空間分解能データの精度評価と

いったかなり今日的なテーマについても、問題意識を持っている。RSラボは、シニア・

ジュニアスタッフ双方がバランスよく配置されたユニットとの印象を受けた。
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（2）実施プロジェクトと技術レベル

　MTA業務の主部をなすリサーチプロジェクトには自らの予算で実施するものと、外部

機関からMTAに委託されるものがある。このような両者のリサーチプロジェクトは現

在MTA全体で 108 件あり、このうちRSラボが関与するプロジェクトは表 14に示す８

件である。最近のRS利用案件としてはおよそ資源開発関係60％、環境、ハザード関係

がそれぞれ 20％程度の比率であるという。

　また、これらのプロジェクト以外にも、外部からの要望に応じ、表15に示すプロダク

トを作成・販売している。

　主としてRSの技術レベルを把握することを目的として、RSラボにて以下の最近の解

析例についてヒアリングを行った。

1） Basin Project

　Mineral Research and Exploration Dept.とRSラボとの共同プロジェクトで、金属

鉱床の発見を目的とする。トルコ北西方のトラブゾン南部で実施。調査面積約８万

km2の広域調査。調査対象はトラブゾン近辺の植生密度の大きい黒海南岸の鉛・亜

鉛鉱床と、やや内陸部の植生がややまばらな金・銅鉱床のポテンシャル地域である。

前者については、LANDSATデータを用いて特に環状構造の分布を明らかにし、こ

れを海成のドームあるいはカルデラとみなし、その周辺を鉱床胚胎場と推定した。

また後者では、鉱床周辺の粘土変質帯を抽出するための基本的な解析を行っている。

2） Biga Peninsula Project

　RSラボ自身のプロジェクト。同国北西部Biga半島（48万 km2）でなされた鉱床

探査のための広域変質帯マッピングプロジェクトである。当地域の植生被覆率は

60～70％に及ぶため通常の比演算による手法では抽出はうまくいかない。ここでは

LANDSATデータを PCA変換し、植生寄与の少ない PCA要素を用いて画像を作成

したところ、既知の変質帯分布をよく説明する図が得られた。また新たな変質帯も

確認できたとのこと。

3） アナトリア断層の解析

　地質調査部内他部署（Natural Hazards Research Div. と思われる）との共同プロ

ジェクト。ここではLANDSAT熱赤外データを用いて半植生地域の伏在断層の推定

を行っている。一般に断層にそって比較的水含有量の高いゾーンが形成される。こ

のような部分では水の気化に伴い熱が奪われ、特徴的な低温ゾーンを形成すること

が知られている。本解析はこの低温域をもって伏在断層分布域とし、地震に関する

要注意地域として指摘している。
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4） 懸濁度の評価、海岸線変化の調査

　地質調査部内他部署（Natural Hazards Research Div.ないしMarine Research Div.）

の共同プロジェクトと思われる。1998年のトルコ大地震の前後のランドサットデー

タを用いて、地震前後のマルマラ海沿岸の懸濁度や海岸線を比較している。

5） 露天掘鉱山の影響モニタリング

　Eti Holdingからの依頼で、Eskisehirのボロン鉱山の覆土植栽の進捗のモニタリン

グを行っており、LANDSATデータを利用している。具体的には、複数時期に取得

された同データからフォールスカラーを作成、植生部分を抽出し、これを地形図ラ

スタに重ね合わせ、変化をモニタリングしようとするもの。

　以上の解析例を見る限り、MTAの地質リモートセンシングに関する基礎は極めてしっ

かりしていることがうかがえる。このうち 1）の構造解析図では丁寧な写真地質学的判

読が行われている。また、2）、3）、4）では問題解決のための適切な工夫・対応がなさ

れており、MTAの応用力がうかがわれる。また、3）では、一般に同手法は乾燥地帯に

限り有効と考えられているが、半植生地域でも適用の可能性が示され、興味深い。

　RSラボは基本的に独力でRS解析技術を蓄積してきたが、日本のRS技術がかなり参

考にされてきている。MTAは、対外的には唯一本邦の ERSDAC（資源・環境観測解析

センター）と同分野での研究協力事業を実施した実績がある。最初のERSDACによる研

究協力事業は1992年にスタートし、３年間アナトリア西部の鉱床探査を実施した。その

後、1995-1998年に同西部で実施された地熱資源の探査、1998-2001年にかけて東部の鉱

床探査に関する事業が行われた。ERSDACによるプロジェクトの場合、解析の大半は日

本で行われ、解析後約10日間の日本側ミッションのトルコ滞在を通じて、野外・屋内で

MTAとの意見交換が図られている。ERSDACによる事業は技術移転を目的とするもの

ではないものの、日本側のRS 技術には信頼が寄せられており、MTAは ERSDACプロ

ジェクトの継続要請を行う考えである。新規要請テーマは、ASTERデータを用いたBiga

半島の変質帯の記載になる模様。なおRSラボスタッフの４名は主としてERSDAC招聘

による２～４回の訪日経験がある。

　RSラボは、ERSDACとの協力関係を除いては、国際学会への参加経験やRS先進国と

の共同プロジェクトの経験に乏しく、したがって、地質リモートセンシングの基礎を有

しているにもかかわらず、近年の技術テーマに関してキャッチアップの遅れが見られる。

本調査の中で約３時間のセミナーを設け、MTAが特に関心を寄せる変質帯マッピング技

術について、（1）LANDSAT、（2）JERS-1 OPS、（3）ASTER、および（4）AVIRIS の

各種マルチ～ハイパースペクトルデータを用いた場合の変質分帯についてそれぞれ解析
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例を示すとともに、RSラボの技術者８名と議論を行った。議論を通じた印象では、（1）

については十分な理解、（2）、（3）については部分的な理解、また（4）については全く

新しい話題として受け止められたようで、今日の同分野の先端的な技術話題は既にハイ

パースペクトルに移行していることを考えれば、RSラボの技術レベルは数年から10年

程度、RS先進国に比較して遅れているよう推察される。

　MTAのGIS ラボ、DBラボは、それぞれ６名の技師（GIS）、３名の技師（DB）が在

籍しており、GISデータセットの構築のためのデータ入出力、ArcInfoプログラミング、

保守関係等を主な業務として実施している。MTA内の別ビルに大規模のデータストレー

ジが設置されており、最近更新されたというLANを用いて、各種デジタル生成物は集中

管理されているという（容量・転送速度不明）。ハードウェアはRSラボ同様、UNIXと

Windows-NTからなる構成で、ソフトウェアはArcInfoで２本のライセンスを持つほか、

人数分のArcView、またMapInfo ライセンスを保有している。

　GIS関係で説明があったのは主に地質図幅作成に関する業務で、地質調査部と共同で

作業が行われている。作業は大きく分けて、既刊の10万分の１地質図のデジタイズと、

２万5,000分の１地質図作成からなっている模様。前者については既に終了し、現在で

は２万5,000分の１地質図に取り組んでいる。同スケールの図幅作成には1995年から取

り組み始め、既に5,549枚の必要枚数のうち4,000枚の作成を終えたとしており、あと約

半年程度で完了の見通しとのこと。同図幅作成にあたっては、地質調査部が編纂を担当、

GISユニットはこの入出力を担当している。また特にDBラボでは、MTAが保有するす

べての地化学データ、物理データ等のGISデータセット化を担当しているという。詳細

については今回調査では把握していないが、予定量のおよそ６割程度のデジタル化を既

に完了したという。

　GIS に関する技術レベルについては、大量の既存データの入力を遂げつつあるなど、

十分な実績を既に積んでおり、かなり高いと思われる。もっとも今回調査ではそのデー

タセットの構造等に踏み込んだ調査を行っておらず、今後何らかのアドバイスが有用で

ある可能性もある。またMTAとしては、現状ではこのようなデータは単なるデータの

重ね合わせ表示にしか用いられていないとし、今後有効利用するために空間解析を行い

たいとして、技術移転を望んでもいる。しかしながら、既にArcInfo のような大型ソフ

トが十分活用され、大量のデータが蓄積・管理されている現状を考えれば、GISに関し

ては、MTAは既にかなり高い技術レベルに達していると考えられる。
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（3）研修事業と技術レベル

　RS/GIS はMTA職員、国内技術者のほか、外国の政府系職員を対象にRS及びGISに

関する研修を実施している。MTAには、もともと研究機関であるとの認識があり、この

ような研修実施機関として機能するのは当然とする考えがある。現状では、年間30名程

度に対し、１か月以下の研修を行っている。このうち外国の対象者の数は限られており、

今年の場合、スーダン技術者３名にとどまっている模様。このスーダン技術者に対する

１か月研修内容（表16）に示す。研修の主体は、hands-on-trainingと称するソフトウェ

ア操作から成っており、これに８割以上の時間を費やしている。操作の中身はデータの

入出力、幾何補正、各種ストレッチ、フォールスカラーの作成、写真地質学的判読など

からなる極めてオーソドックスなものである。一方、基礎を固める座学については２日

程度しか割かれておらず、十分に基礎を積んだとするには寂しい内容となっているが、

その分、最短の期間で即戦力の人材を養成するための実践的な内容になっているともい

える。

　MTAはこのような研修事業をさらに拡充させたいとしており、今後受け入れ人員の増

加のほか、数か月程度を要する応用コースを設けたいとしている。また将来的にはオラ

ンダの ITCに匹敵する大学院大学にまで発展させたい希望を持っている。
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３－３－２　課題

　MTA によれば、RS/GIS 並びに探査業務を担うMTA各部署の共通の課題は、探査対象であ

るトルコの金属鉱床の深部化と、これに対応するための探査技術の高度化であるという。MTA

や企業などによる金属鉱床探査の結果、1985年ごろまでに、ほとんどすべての鉱床露頭は探査

し尽くし、開発できるものは開発されたと認識されている。このため近年、探査手法の転換を

余儀なくされている模様。以前は既存の露頭鉱床周辺で試錘等を集中的に行っていた探査スタ

イルであったが、近年は鉱床成因論にまでさかのぼり、鉱床があるべき場所を考察したうえ、

広域的な地表調査を展開しているという。このような探査スタイルでは、探査初期段階の広域

的な地質の評価がより重要となるため、したがってMTAのもつRS技術をより高度化し、効率

的かつ高精度に地質情報を抽出する必要が生じており、これが今回の要請背景となっている。

　より高度なRS解析を実施するうえで、現在のMTAは人的側面、機器的側面の両面で課題を

抱えている。

　人的側面では、ERSDACとの共同研究を除いては、RS/GISの職員はいわゆるRS先進国に対

してさほど接触がなく、この結果、数年から 10年程度の遅れがある。他方、この約 10 年間の

資源衛星センサーの地質解析能力は格段の進歩を遂げており、MTAとしても特に解析技術の点

でキャッチアップを図る必要性が感じられる。

　また機器的側面では、特にCPU及び大型プリンターの代替の必要性が感じられる。MTAは、

RS/GIS の設立時にEWS、PC、ラインプリンター等を導入したが、６年強が経過した現在、既

にCPU 能力は陳腐化しており、特に EWSについては、現在の RS/GIS の予算規模では代替も

困難な状況で、効率的な業務の実施に影響を及ぼしている。なお、RS/GISスタッフより、今後

の機材メンテナンスやアップグレードの際の便宜を考え、Windows-NT主体のシステムに変え

たいと考えている旨の説明があった。また大型カラープリンターは成果物の質を決定する重要

な要素であるが、画像印刷に求められる分解能やカラー再現性を欠いており、代替が必要と

なっている。またより高度なRS解析を行ううえでは、スペクトロメーターのような野外測定

器を併用することも有効であるが、このような測定機器の取り扱いや応用に関して、MTAはま

だ経験がなく、今後獲得されるべき能力であると考えられる。

３－４　既存または計画中の関連事業

　MTA を実施機関として実施されたプロジェクトは次のとおり。

（1）JICA による協力

1） 個別専門家

　地質、鉱床、地熱、断層等の個別専門家が 18 名派遣された実績がある。
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2） 資源開発協力基礎調査

　以下のとおり６件実施されている。

1973 ～ 1975 年 東部地域資源開発調査

1977 ～ 1980 年 ツン・コブ地域資源開発調査

1984 ～ 1986 年 ギュムシャネ地域資源開発調査（1987年フォローアップ調査）

1988 ～ 1990 年 チャナッカレ地域資源開発調査（1991年フォローアップ調査）

1992 ～ 1994 年 キューレ地域資源開発調査

1995 ～ 1997 年 エスピーエ地域資源開発調査

3） 第三国研修

　1996年から2000年までの間、MTAによる第三国研修「地下資源開発・評価」が実施

され、個別専門家が２名派遣されている。詳細は「（4）他国への技術移転」に記載。

（2）国際機関、他ドナー

　MTAの地質調査部は、1982年にUNDPからシングルユーザーのデジタル画像解析システ

ムの機材供与を受けている。

　その他には、国際機関や他国から技術協力を受けた実績はなく、地質調査部のリモートセ

ンシング担当スタッフについては、日本で実施されているJICA研修への参加、オランダITC

留学、他の鉱業関連機関との共同プロジェクト等で技術のレベルアップを図っている現状に

ある。

（3）共同調査プロジェクト

1） 日鉱探開－資源・環境観測解析センターとの共同プロジェクト

　1992年から2001年まで、RS/GISが受け皿となり、日鉱探開（NED）－資源・環境観

測解析センター（ERSDAC）とのリモートセンシングを用いた鉱物資源探査及び地熱探

査に関する共同プロジェクトが実施されている。このプロジェクトは、衛星データを用

いた地下資源探査手法の開発を目的としており、特にDEMデータを用いた地形解析に

重点を置いている。これまでの対象地域は次のとおり。

1992 ～ 1994 年度：Izmir

1995 ～ 1997 年度：Anatalya

1998 ～ 2000 年度：Trabson

　MTAとしては、次フェーズプロジェクトを実施したい意向があるが、実施されるかど

うかは未定。
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2） 他国とのプロジェクト

　地質調査部の地質調査課（Geological Research Div.）は、他国と協力し、以下の広域

地質図作成プロジェクトを実施している。

・ヨーロッパの 500万分の１地質図編集（ドイツに本部が置かれている）のうち、ト

ルコの部分を担当。

・イスラエルと共同して、中東全域の 40 万分の１地質図を作成中。

・フランスの CNRS との共同プロジェクト４件

・オランダとの共同プロジェクト２件

・グルジアとの共同プロジェクト１件（レポート作成済）

・アゼルバイジャンとの共同プロジェクト１件（レポート作成中）

・コーカサス全体を対象とした、グルジア・アゼルバイジャンとの共同プロジェクト

・モンゴルでの探査プロジェクト（３～４年前に開始。初めての外国での探査プロ

ジェクト）

　また、以下のプロジェクトを計画中である。

・中央アジア及びアゼルバイジャンの地球科学データバンク構築（RS/GIS と共同）

・トルクメニスタンでの鉱物資源インベントリー作成（TIKA と共同）

（4）他国への技術移転

1） 第三国研修

　（1）に記載したとおり、1996年から2000年までの間、MTAによる第三国研修「地下

資源開発・評価（Exploration and Evaluation of Underground Resources）」が実施された。

対象国は中央アジア（カザフスタン、キルギス、タジキスタン、トルクメニスタン、ウ

ズベキスタン）、バルカン（ボスニア・ヘルツェゴビナ）、コーカサス（アゼルバイジャ

ン）諸国。

　MTAはフェーズ２を実施したいと考えており、現在、日本側で案件採択の可否を検討

中である。MTAとしては、最初の２年間はリモートセンシングを主テーマとし、３年目

以降は選鉱（Mineral Processing）等、別のテーマにしたいと考えているとのこと。

2） その他

　2001年１月下旬から約１か月間、スーダンのGRAS Institution との協定により、スー

ダンの地質技師２名とコンピューター技師１名が RS/GIS で研修を受けた。
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４．プロジェクトの基本計画

４－１　プロジェクト目標

　MTA が考えるプロジェクトの目的は次のとおり（ミニッツにも記載）。

（1）鉱物資源探査、ハザード調査、環境調査のための先進的なリモートセンシング（RS）及び

GIS 技術を習得すること。

（2）上記の分野のリサーチ・研修を実施するためのセンターを設立すること。

　また、現時点でMTA が考える同センターの機能は次のとおり（ミニッツにも記載）。

（1）リサーチ

・地域を限定しない、システマティックな調査（例：トルコ全土の変質帯マッピング）

・特定地域・テーマでの調査（Biga 半島プロジェクトのようなもの）

・他部署・ユニットの支援業務

（2）研修

1） 内容

・RS、GIS のイントロダクションのための基礎コース

・ケーススタディーを含むRS、GIS 利用についての上級コース

2） ターゲット

・MTAのスタッフ

・大学のスタッフ及び学生

・トルコ内外の政府機関のスタッフ

・トルコ内外の民間企業のスタッフ

3） 規模・頻度

・今後数年間は、１年につき、５～10名に対する１か月間の基礎コースを実施する。も

し可能であれば、１年につき、数名に対する３か月から１年間の上級コースを実施す

る。

・将来的には、１年につき、10 ～ 20 名に対する１か月の基礎コースと、３～５名に対

する 10 ～ 12 か月間の上級コースを実施する。

　なお、本件については、RSユニットのMr. Akman より次ページのような趣意書が提出されて

いる。
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４－２　技術移転分野

４－２－１　MTA が望む技術移転分野

　MTA側からは以下の技術移転分野について要請がなされた。このうち、MTAが日本側に最

も期待する技術移転分野は、ASTERデータ処理技術であり、特に鉱床探査を目的とした変質帯

の記載・分帯である。

（1）ASTER データ処理技術

1） 画像処理

・金属鉱床探査を目的とした赤外領域データによる熱水変質帯の抽出と分帯

・地質構造、岩相把握を目的とした可視及び赤外領域データによる解析

・地熱資源探査を目的とした熱赤外領域データによる地表温度分布の把握

2） Digital Elevation Model（DEM）作成

・地形図ベースのDEMの代替としての広域的DEMの作成

・地表変化の定期観測

3） 解析事例

（2）GIS 技術

1） 各種地質データの統合管理

2） 空間解析

　ポテンシャルマッピング（金属鉱床、地滑り）

（3）SAR データ処理

1） 画像生成に係るデータ処理

2） 地震地帯や旧坑内採掘地域における地盤変異のインターフェロメトリによる観測

（4）その他

1） スペクトルメーターの操作とその効果的使用法

2） 鉱物資源探査に係るエキスパートシステム

４－２－２　技術移転に関する今後の方向性

　本プロジェクトの技術移転内容のうち、RSに関しては、探査を中心に据えながらも、ある程

度幅広い技術内容を盛り込んだものとすることを提案したい。要請について調査した限り、

「ASTERを用いた変質帯の分帯」が技術移転分野の中心的課題として位置づけられている。し

かしながら、このような技術は、アルゼンティン中部のような露岩地帯において成果がある程
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度約束されるものであって、トルコのように過半を植生に覆われるような地域では、成功の見

通しは定かではない。一方でRS探査技術者にとっては、常に可能性を試したい課題でもある

ことから、技術的にはリスクを伴う挑戦的なテーマであることを認識したうえで取り組むのが

よいと思われる。類似のアルゼンティン・RSプロジェクトの場合、活動の７～８割方の重点を

この変質帯分帯の分野に置いていると思量されるが、本プロジェクトではこの比率を３～４割

とやや低めとし、その分、構造解析や岩相解析、鉱床ポテンシャルマッピングに重点を置いて

技術移転を行うこととしたい。このような解析手法や具体的なテーマ設定については、トルコ

側と今後協議を重ねて明確化していく必要があると考えられる。

　探査分野以外では、地滑り、地震などハザード関係の解析技術協力も望まれている。これに

ついては本邦においても同分野の研究は盛んに行われているところで、技術移転の余地は大き

く、できる限りのフォローを行いたい。他方、広域DEMの作成、SARによるインターフェロ

メトリ解析に対応するためには、大きなマンパワー及び機器が要求されると見込まれ、これに

対応するには長期専門家の増員や投入規模の拡大を検討する必要があり、このためこちらは慎

重な対応が求められると考えられる。このほか比較的狭い地域でのDEM解析や地熱探査の技

術移転も要請されているが、今後トルコ側のニーズの大きさを把握したうえでの取り組みとし

たい。

　なお、GIS については、今後、技術レベル・ニーズをさらに調査したうえで検討することと

したい。

　このような認識の下、長期派遣専門家、短期専門家の担当分野を想定すれば以下のとおり。

・長期専門家Ａ　（画像処理）：

　変質帯分帯、構造要素の抽出、ASTER データ取得

・長期専門家Ｂ　（地質リモートセンシング）

　グランドトルース、構造解析とポテンシャルマッピング、ケーススタディ解説

・短期専門家（必要に応じて）

　ハザード解析（地震、地滑り、各１）、DEMの環境分野への応用（１）、地熱探査（１）、

SAR 画像生成（１）

　以上、技術移転分野は鉱物資源探査を中心に多岐にわたるが、MTAの個々の担当者の能力は

高く、またRS/GISもよく組織されていることから、技術移転は円滑に進むものと推察される。

５．プロジェクトの必要性・妥当性

５－１　他機関のニーズ

　Eti Holding、Park Teknik 社（民間鉱山会社）は、それぞれ数名程度の地質技師を擁し、独自の

探査活動を実施している。
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　MTA との関係においていえば、Eti Holding は、アナトリア北西部における鉛・亜鉛・金鉱床

の探査において、MTA にドリリングと化学分析を依頼しているとのこと。

　また、Park Teknik 社は、MTAのアーカイブで公開されている情報（コピー代程度の実費で入

手可能）や地質図を入手し使用しているほか、試料分析をMTAに依頼することがあるとのこと。

　このように、同国内で大規模な調査・探査活動を行っているのがMTAのみであり、他機関の

探査活動においても、豊富な経験・技術・設備・サービスを有するMTAによるサポートは不可

欠であり、MTAの機能がこのプロジェクトによって強化されることは、これら他機関からも期待

されていることが確認できた。
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